
平成19年7月13日  

財団法人テクノエイド協会  

介護保険における福祉用具貸与の実態に関する調査研究  

調査結果の概要  

Ⅰ．事業の目的   

介護保険における福祉用具貸与一に係る介護報酬については、公定価格ではなく、現に福  

祉川見貸与に要Lた費用の軸が介護報酬とされており、指定貸与牒業者ごとに貸与価格が  

設定されている。圭た、同じ商品であっても新品と・定期間使用されたものとでは貸与価  

格が異なること、事業者の規模等に上町管理費用および流通費用が異なること等により、  

事業者によって価格差が生じてい る√ 

今般、同・の商品において想定しにくい価格差が生じているケースが指摘されてお り、  

全国規模でげ）実態の把握が求められているところである，   

本事業では、介護保険給付実態調査による佃柴データを基に、巨り▲福祉†1j具についての  

価格差ザ′尖態について調査するとと車）に、貸㌧事業者における収支の状況、貸与一価格の設  

定方法、さらに実際の介護保険福祉用具別川音に対して、貸与1ト・－ビス全般に関する意識  

調査等を行うことにより、介護保険における福祉川具貸与一事業の実態および課題について、  

明らかにすることとした1  

Ⅱ．・事業の実施概要  

1．調査研究委員会の設置   

本事業実施にあたり、学識経験者や実務者等から構成する検討委員会を設置した。  

2．レンタル価格についての分析   

介護給付費分科会等から指摘された貸与価格の価格差の実態について、介護給付費実   

態調査によるデータを基に、貸彗一価格の分布から分析を行った 

3．福祉用具貸与事業者に対する実態調査等   

福祉用具貸与事業における損益及び費用構造等を把握する目的から、実態調査を行う   

とともに、貸与価格の設定方法等を把握するためのアンケート調査を行った。   

①調査対象  

都道府県知事の指定を受けている福祉用具貸与事業所を対象として、平成18年9月   



30日時点で「WAM・Nl∃T（ワムネット）」（独立行政法人福祉医療機構における福祉・   

保健・医療関連の情報を提供するための総合的な情報サイト）に登録されている9，003   

事業所を級地及び従事者数で層化し、抽出率2分の1で無作為抽出した4，502事業所   

を対象とした。  

②調査方法  

郵送配布及び郵送回収  

③調査期間  

・調査月 ：平成18年11月  

・発送日 ：平成18年12月14日  

・提出期限：平成19年1月22日  

④調査票   

「平成18年度介護保険における福祉用具貸与の実態調査 A票」（別添）  

→ 損益や資産取得状況等を把握する目的   

「平成18年度介護保険における福祉用具貸与の実態調査 B票」（別添）   

【｝ 価格行動等を把握する目的  

⑤回収状況  

事業所調査は、1，199事業所から提出があり、回収率は28．9％。集計・分析は記入内   

容の疑義等について解消された195事業所について行った。  

（争発送数   4，502   

（至）休止廃止等   353   

③回収数   1，199   

④有効回答数   195   

回収率（③／（住ト②））   28．9％   

有効回答率（（彰／（任｝－②））   4．7％  

分析対象とした調査票は小数にとどまったが、これは整合性が確保された正確なデ  

ータ集計を行うためにサンプルを絞り込んだためである。（電算審査基準を設定のうえ  

記載された数字の整合性が確認されたもののみを集計の対象とした。）   

また、この事業所の損益及び費用構造等に関する分析結果は、必ずしも現在の福祉  

用具貸与事業所全体を代表するものではなく、現時点で福祉用具貸与事業を独立的に  

会計把握している一部事業所の状況であることに留意する必要がある。  

4．利用者に対する調査   

利用者の介護保険貸与価格等に関する意識及び、貸与事業者選定にあたって特に 

している事項等を把握するためのアンケート調査を行った。  

（丑調査対象  
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日本介護支援専門員協会の協力を得て、全国の介護保険における福祉用具貸与利ノ卦者   

のうち、車いす又は特殊寝台を利用している1，400人を調査対象とLた 

都道府県毎の調査数については、各県における高齢者人「Ⅰに応じて比例配分を行い対   

象人数の亜拍ほけった 

②調査方法等  

同協会所属の介護支援専門員が、実際に利用者宅へ訪問しノ、聞き取り調査を行った 

③調査月等   

・調査月  ゝi三成18年12月、平成19年l仁J  

・発送［］：平成18年12月22日   

・提H1期限：平成19年1f］22［l  

④調査票  

「平成］L8年度介護保険における福祉用具貸与の実態調査【利用者（車いす・特   

殊寝台）調査票】」（別添）   

→ レンタルサービスに対する意識に関する事項等  

⑤回収状況  

利用者調査雷、708人から提出が凍川、「白川又率は50，6％であった 
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Ⅲ．調査結果の概要  

1．レンタル価格の分布について   

介護給付費実態調査の個票データを用いて分析を行った。   

利用したデータの概要は、以下の通りである。   

＞ 分析の対象とした期間は、2005年（平成17年）4月～2006年（平成18年）3月ま  

でのサービス提供分とした。   

＞ 福祉用具貸与の給付費明細書のうち、「摘要」欄に「TAISコード1」が人力されてい  

ないデータについては、商品を特定できないため、分析から除外した。   

＞ 福祉用具貸与の利用目数が1ケ月間に満たないデータについては、分析から除外し  

た。  

①平成17年度  ②分析の対象とした   

介護給付費実態調査  請求件数  ②／①   

（千件）   （千件）  

1幸いす   4，992．2   2，420．4  48．5％   

2車いす付属品   1，017．7   434．4  42．7％   

3特殊寝台   8，269，8   4，160．3  50．3％   

4特殊寝台付属品   20，801．1   10，423．1  50．1％   

5床ずれ防止用具   1．737．7   935．6  53．8％   

6体位変換器   100．5   23．1  22．9％   

7手すリ   678．4   293．1  43．2％   

8スロープ   614．4   254．9  41．5％   

9歩行器   1，484．7   582．9  39．3％   

10歩行補助つえ   723．4  宅  334．6  46．3％   

11認知症老人排御感知機器   21．8   5．7  26．0％   

12移動用リフト   553．4   259．4  46．9％  

福祉用具の種類別2に、給付額シェアの第3位までの商品について、シェア、価格の分布、  

受給者別のレンタル価格3（給付単位数）の十分位数∠1を算出した。また、価格差の大きさを  

十分位分散係数を用いて評価した（十分位分散係数とは、第9十分位と第1十分位の差を  

第5十分位（中央値）の2倍で除したもので、その値が小さいほど分布の広がりの程度が  

′トさいことを示す）。   

その結果、ごく一一部にはずれ値はあるものの、平均単位数が1000単位を超える商品につ  

いての十分位分散係数は、概ね0．3以内に収まっており、全国物価統計との比較においても、  

1「TAISコード」とは、各企業から提供された福祉用具の所在を的確に認識するためのデータ ベース管理  

コードである。企業を認識するための5桁の「企業コード」と、その企業内の福祉用具を認識するための  

6桁の「福祉用具コード」をハイフンで結んだもの。（00000－000000）   

「TAlS」とは、「TechnicalAidsInformationSystem」の略。財団法人テクノエイド協会が構築し運用  

している福祉用具の情報提供システムを指す。（http：／／www．techno－aids．or．jp／）  

2福祉用具の種類は、CCTA95に基づいて分額を行った。CCTA95は、（財）テクノエイド協会が「ISO9999  

の福祉用具分類との調和を図りつつ独立したもの」として制定した福祉用具の分類コードである。  

3受給者が当該商品を利用している期間中の平均給付単位数をレンタル価格として定義を行った。  

4受給者別のレンタル価格（給付単位数）を昇順に並べ替え、件数を10等分したときの境界にあたる価格。  

レンタル価格（給付単位数）が安いほうから10％に位置する値を第1十分位、20％に位置する値を第2十  
分位、… ・、90％に位置する値を第9十分位、最大値を第10十分位と呼ぶ。  
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実態として過大な価格差は認好）られなかった．「   

また、同様の分析を地域区分馴や事業者規模別、競合する事業所数別等でも試みたが上二  

記と同様、実態として過大な価格差は認められなかった。   

なお、はずれ値はごく一部であったが、著Lく高額な請求がなされている商品について  

は、その理由を把押したり、必要に応じて指導したりするしくみの検討む必要と考えられ  

る。  

2．福祉用具貸与の価格の動向について  

（1）介護給付費実態調査からの分析   

介護給付費実態調査のデータを用いて、CCTA95の分類に基づく、介助周車いす、綾   

輪駆動式車いす、電動ギャッチベッドについて、2003年い自戒15年）4上j～2006年（平   

成18年）3月のレンタル価格の推移をみると、価格は概ね下落傾向にあった。   

また、福祉片］良種類別に貸与価格げ〕推移を見た結果、貸与価格の下落は、市場に新製   

品が投入される際にレンタ／レ価格がlこ落することで、全体の平均価格も下落する傾向に   

あると推察される   

介助†1い巨いす、綬輪駆動式坤二いす、電軌ギャッチ／ヾッドについて、要介護度別の継続   

利用期間を算旧Lた結果、要介護度が高いほど∴継続利用期間が短い傾向にあることが   

確認された‘1  

（2）事業者の価格に関する意識   

事業者に対するアンケート調査結果に上れば、サー→ビス内容を勘案し設定していると   

回答した事業所が39．2％、仕入れ先が参考として示すレンタ／レ価格を参考に設定してい   

ると回答した事業所が34．6％、他の事業所を参考に設定していると回答した事業所は  

18．5％，であったL，  

このことから福祉用具貸与事業では、他社との比較の中で価格を設定するよりも、サ   

ービス内容や仕入れコストをもとに設定している事業所が多い市場であることが推察さ   

れる（。  

（3）利用者調査の結果  

貸与事業所の選択に際し、利用者自らが複数の事業所ごとの価格を比較するケースは   

少なく、また、介護支援専門員も複数の事業所の情報を利用者に提供するケースが少な   

いと推察されるr」  

なお、「価格はほとんど考慮しなかった」と［亘卜答した利用者は約半数で、その理由の   

43．5％は「介護支援専門員の判断に重かせている」と回答しており、費用の9割が保険   

給付される介護保険の仕組みのなかで、サービス需要の価格弾力性が低くなっている可   

能性が窺える√。  

これらの結果から、現状では、利用者側の需要行動で価格が決定されていると言うよ   

りも、概ね事業所（或いはレンタル卸業者）の意向によって価格決定されている状況が  
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推測される。   

以上の結果からサービス内容や貸与価格に関する情報、さらには利用者自らが比較検  

討できるような環境作りが必要であるものと考えられた。  

3．福祉用具貸与事業の損益及び費用構造   

福祉用具貸与事業所を対象とした経営実態調査の結果、一部の大規模な事業所について  

はわずかな黒字が確認できるものの、全国的な傾向としては、赤字傾向にあることが確認  

された。   

また、レンタ／レ卸を利用しているような小規模な事業所では経営状況の厳しさが確認さ  

れた。   

黒字事業所と赤字事業所とでは、利用者数および収益の差に較べて費用の差が小さいこ  

とから、事業規模の差に較べて固定費の総額は大きな差が生じておらず、規模拡大による  

メリットを得やすい構造の可能性が窺われた。   

また、貸与する福祉用具は、種目によって、概ね3～4年で購入価額を回収するものと、  

1年で回収できるようなものがあることが想定できた。   

貸与事業における費用構成については、居住系サービスに近いことがわかったく）  

Ⅳ．まとめ  

介護保険制度における福祉用具貸与サービスは、競争的な市場メカニズムを実現するこ  

とにより適切なサービスが安価に提供されることを期待されたが、今回の調査では、必ず  

しも競争的な市場にはなっていないことがわかった。福祉用具貸与は、モノだけでなくサ  

ービスも含まれていることもあり、利用者側が値頃感を得にくい業態であるなど、情報の  

非対称性が指摘できるが、事業者、利用者ともに自由市場におけるサービスの提供／選択  

に慣れていない側面もあると考えられる。   

今後は自由価格市場におけるメリットをより明確にすることが重要であり、その実現を  

促す情報提供を促進するとともに、貸与事業者に求められているサービス内容に見合う対  

価に着目した価格のあり方を明確にすることが重要である。   

また、自由価格市場におけるメリットが実現されることを前提に、福祉用具貸与におけ  

る保険給付のあり方についても検討が進められることが望まれる。   



別添2  

介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会について  

1介護保険制度における福祉用具・住宅改修の対象について  

○ 介護保険制度における福祉用具貸与・購入、住宅改修の対象に   

ついては、告示においてその種目、種類を定めているが、具体的   

な製品や改修の内容までは定めていない。  

○ 種目、種類については、それぞれ、「福祉用具の範囲の考え方∴  

「住宅脚（以下「範囲の考え方」という。）   

（別紙1参照）に基づいて定められる。  

○ 当該福祉用具や住宅改修が、告示で制定している種目や種類に   

該当し、．保険給付の対象となるか否かは、保険者において判断さ   

れている。  

○ 種目や種類の拡大等については、「介護保険福祉用具・住宅改   

修評価検討会」において、検討することとしている。  

2 介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会について（別紙2参照）  

1 目的   

福祉用具の種目・住宅改修の種類について、事業者等の要望   

により、新たな種目の拡充等が必要な場合に、その是非等lこつ   

いて専門家により検討すること  

2 開催状況   

福祉用具等の拡充等による介護保険財政への影響を考慮し、   

原則として、介護報酬改定の前年度に開催している。  

3 検討事項等   

検討会開催前に事務局（老健局振興課）が、事業者等に対L   



新たに介護保険給付対象とすることを要望する製品、改修にコ  

いて、調査を実施し、とりまとめの上、以下の事項について、  

検討会において検討することとしている。  

① 初めて要望があった製品、改修について   

ア）現行の種目、種類には該当しないが、「範囲の考え方⊥  

に掲げる要件に合致すると考えられるも担   

→ 呈該製品⊥塵塵旦安全性坦螢生面笠屋考慮上た上でし塵   

たに種目、種類として定めることが適当か否かを検討する旦  

イ）現行の種目、種類に該当せず、「範囲の考え方」＝こ掲ぜ   

る要件に合致するか否かについて、検討会における半順星   

雲すると考えられるも旦  

→ 要件に合致するかを検討した上で、仮lこ要附こ合致した   

場合には、上記ア）と同様の検討をするL  

② 過去に要望のあった製品、改修について   

過去に要望のあった製品、改修で「範囲の考え方」の夏生   

に合致するものの、郎   

新たな種目、⑥   

れた場合には、問題点が改善されたか否かを検討するL  

4 検討結果について   

第4回（H20．10．8）及び5回（H20．10．21）検討会の結果は、   

以下のとおりである。  
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第4回及び第5回介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会での検討結果  

○ 保険給付の対象とする方向として結論づけられたもの  

委員からの指摘事項等  要望内容  告示種目・種類  

【福祉用具（貸与）】  

・安全上の観点から、床等の上での使用に限定  
すべき。  
・比較的大きなスペースを要する特殊寝台を使  

用せずに、起きあがりの動作を補助できる。  
，特殊寝台導入せずとも起きあがりの動作を補  
助できるため、費用が低廉に抑えられるのではな  
いか。  

・起きあがり補助装置  ・体位変換器  

・認知症要介護者等を抱える家族にとって有  
用。  
・新たに開発された用具であるが、現行の告示  
種目においても、保険給付の対象に含まれるも  
のである。  

・多数の保険者が保険給付の対象としているこ  
とを鑑み、保険給付の対象とすることを明らかに  
し、さらに、安全性の確保を徹底すべき。  
・操作者は講習受講者に限る等、利用に当たっ  
ての安全性を確保すべき。  

■認知症老人緋梱感知機器  ・離床センサー  

・移動用リフト（つり具の部分 を除く。）  ・階段移動用リフト  

【特定福祉用具（販売）】  

・真に必要な者、（例えば排便に全介助を要する  
等）の利用に限定すべき。  
・衛生面等に問題がある製品が保険給付の対象  
とされないようにすべき。  

・自動排泄処理装置（尿と便  
が自動的に吸引でき、洗浄機  
能を有するもの）  

・特殊尿器  

・介助者の安全性、負担軽減に資するものであ  
り、非常に有用なものである。  
・入浴補助用具の一つとして位置付けられる  
が、他の入浴補助用具を代替する機能を有する  
ものであるため、一概に費用が増加するとはいえ  
ないのではないか。  

・入浴補助用具  ・入浴用介助ベルト  

【住宅改修】  

・新設する場合は、他の改修と比較して費用が  
低廉に抑えられる場合があり、その場合に限り保  
険給付の対象とすべきではないか。  

・引き戸等の新設  ・引き戸等への扉の取替え  

○検討会で議論したその他6つの福祉用具・住宅改修の種目、種類については、検討の結果、保険給付の対  
象としない方向として結論づけられた。   



（具体的イメージ）  

階段移動用リフト  起きあがり補助装置  

入浴用介助ベルト   自動排泄処理装置  
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介護保険制度における福祉用具の範囲の考え方  
（第14回医療保険福祉審議会老人保健福祉部会提出資料ベース（HlO．8．24））  

福祉用具の範囲  
、  J■  
ヽ  ′   

′  

′ 1．  

ヽ  

起居や移動等の基本動作の支援を目的とするものであ ヽ  

り、身体の一部の欠損又は低下した特定の機能を補完  

することを主たる目的とするものではないもの  

（例えば、義手義足、眼鏡等は対象外）  

要介護者等の自立の促進又は介助者の負担 5．  

の軽減を図るもの  ／  

J  

t  

l  

1  

I  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

I  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l   

ヽ  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

l  

要介護者等でない者も使用する一般の生活用  

品でなく、介護のために新たな価値付けを有す  

るもの  

（例えば、平ベッド等は対象外）  

2．  

ある程度の経済的負担があり、給付対象となることによ  

り利用促進が図られるもの  

（一般的に低い価格のものは対象外）  

l  

取り付けに住宅改修工事を伴わず、賃貸住宅の居住者   l  

治療用等医療の観点から使用するものではなく、  

日常生活の場面で使用するもの  

（例えば、吸入器、吸引器等は対象外）  

くJ「  

7．  

でも一般的に利用に支障のないもの  

（例えば、天井取り付け型天井走行リフトは対象外）  

在宅で使用するもの  

（例えば、特殊浴槽等は対象外）  

4．  

居宅福祉用具購入費の対象用具の考え方  

●福祉用具の給付は、対象者の身体の状況、介護の必要度の変化等に応じて用具の交換ができること等の考え方から   
原則貸与  

●購入章の対象用具は例外的なものであるが、次のような点を判断要素として対象用具を選定   

1． 他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が伴うもの（入浴・排せつ関連用具）  

2． 使用により、もとの形態■品質が変化し、再度利用できないもの（つり上げ式リフトのつり具）  

／   ヽ  
ノ■  、  ＿ ＿＿ ＿．■ 一■  



介護保険制度における住宅改修の範囲の考え方  
（第14回医療保険福祉審議会老人保健福祉部会（HlO．8．24）資料ベース）  

住宅改修の基本的考え方  ■－ ■－ ■■■－■ － ■ ■ ■■■ t■ ■l■－   
′■  

ヽ  ■′  
ヽ  

1在宅介護の重視、自立支援の観点から、福祉用具導入の際に必要となる段差の解消、手すりの  
設置などの住宅改修を対象。  

2一方、個人資産の形成、持ち家の居住者と改修の自由度の低い借家との受益の近郊を考慮し、  
小規模なものとする。  

住宅改修の範囲設定の考え方  

1いくつかの住宅改修の状況調査の結果、改修箇所にかかわらず、段差の解消が多く、ドアの引き戸化、洋  
式便器化、浴室では滑り止めや床材変更、寝室では床材変更が共通。  

2基本的考え方、状況調査結果を勘案し、裏要が多くかつ、比較的小規模なエ事を対象とするむ   

∋ぢ・消毒謂閲一目●‖声開月面り写H◆去晒  

できる設定とする。  
3なお、上記より支給限度額も小規模となるが、墜事故修の種類は  
を柔軟に組み合わせて行うなうことが出来るようなエ事種別を包括  

／  
ヽ   一′■   



介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会の運営について  

1 趣 旨   

介護保険の給付対象となる福祉用具や住宅改修について、利用者や保険者等の意   

見・要望を踏まえ、新たな種目・種類の取り入れや、種目・種類の拡充を行おうと   

する場合に、その是非や内容等について検討を行い、品目の取り入れ等の円滑化に  

資すること等を目的として、介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会（以下「検討  

会」という。）を開催する。  

2 構成等  

（1）検討会のメンバーは、学識経験者、実務者、自治体の職員、事業者関係団体等  

の中から厚生労働省老健局長が招集する。  

（2）座長を置き、互選によりこれを定める。座長はメンバーを総括する。  

（3）検討会の庶務は、厚生労働省老健局振興課において行う。  

3 検討事項  

（1）介護保険の給付対象となる福祉用具・住宅改修の新たな種目・種類の追加や、   

種目・種類の拡充についての妥当性や内容についての検討  

（2）その他、介護保険の福祉用具・住宅改修に関すること  

4 検討会の運営等  

（1）検討会は、議論の必要に応じ、適当と認められる有識者等を参考人として招致  

することができるものとする。  

（2）検討会は、原則として公開とする。  
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介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会 メンバー表  

伊藤 利之（横浜市総合リハビリテーションセンター 顧問）  

井上 剛伸（国立障害者リハビリテーションセンター研究所 部長）  

鳥山みち子（’名古屋市総合リハビリテーションセンター附属病院  

第2リハビリテーション部介護保険科長）  

久留 善武（社団法人シルバーサービス振興会 企画部長）  

三谷 茂男（北九州市保健福祉局地域福祉部介護保険課 課長）  

村尾 俊明（財団法人 テクノエイド協会 常務理事）  

◎ 山内  繁（早稲田大学 人間科学学術院 特任教授）  

渡追 悼－（社団法人 日本作業療法士協会 福祉用具委員会 委員長）  

（敬称略・50音順）  

◎：座長  
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福祉用具・住宅改修に対する要望に関する調査について  

1 調査の目的   

介護保険制度における福祉用具及び住宅改修についての現状及び要望について把   

握し、介護保険の給付対象となる福祉用具や住宅改修の種目、種類の追加や拡充等   

を検討する際の参考とすることを目的とする。  

2 調査の実施及び結果について  

以下の保険者、団体等に対し、新たに介護保険給付の対象とすることを要望する   

福祉用具及び住宅改修の具体的な製品や改修等について調査を実施し、回答を得た。  

（1）保険者からの要望  

全国の都道府県に対し、市町村調査（※）を実施  

※ 各都道府県において、原則として任意の2市町村を選定し、当該市町村に対して実施  

したもの  

要望数（製品及び改修の数 以下同じ）…福祉用具：127 住宅改修：52  

（2）介護実習・普及センターからの要望  

（財）テクノエイド協会が全国の介護実習・普及センターに対し、調査を実  

施  

要望数・・・福祉用具：12 住宅改修ニ 3  

（3）福祉用具製造・供給事業者からの要望  

日本福祉用具供給協会及び日本福祉用具・生活支援用具協会が各団体の会員  

企業に対し、調査を実施  

要望数・・・福祉用具：294 住宅改修：94  

（4）（財）テクノエイド協会における介護保険福祉用具・住宅改修情報検討委員会  

からの要望  

（財）テクノエイド協会において実施した介護保険福祉用具・住宅改修情報  

検討委員会における委員の意見等を取りまとめたもの  

要望数…福祉用具：12 住宅改修：3  
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（5）その他からの要望  

（財）テクノエイド協会が一般公募したもの  

要望数・・・福祉用具：11住宅改修：2  

（6）総計  

要望として挙げられた福祉用具の製品数：4準  

住宅改修の数：154  ／／   

3 要望の意見集約  

2において収集した要望を事務局の厚生労働省老健局振興課において集約し、  

「範囲の考え方」に照らし、   

① 初めて要撃があった製品灘掛こは該当しない  

が、馴   

② 初めて要望があった製品、㈱、  

±軍の考え方に掲げる要件に合致する力、否力、lこついて、判断を要すると考えら  

れるもの  

③ 過去に要望があ瑚、   

安全性の問題等に皐り、新たな種目、種類として認められな力、ったもの  

については、介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会の検討事項とした。  
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介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会の位置づけ  

保   険   者  

介護実習・普及セ ンタ ー  

（調 査：テク ノ エ イ ド 協会）  

介護保険給付対象福祉用具  

情 報 検 討 委 員 会  

事務局：テク ノ エイド協会）  

利  用  者  

福祉用具製造・供給事業者  

集
 
約
 
 
 

日本車副上用具1生舌支援用具協会   

（福祉用具製造事業者）  

日本福祉用具供給協会  

（福祉用具供給事業者）  

利  用  者  等  

（調 査：テク ノ エ イド 協会）  




